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株式会社

証券コード8344
2018年6月1日

　

株 主 各 位
山形市七日町三丁目１番２号

取締役頭取 長谷川 吉茂
　
　

第206期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当行第206期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面または電磁的方法（インターネット等）によ
り議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検
討のうえ、2018年６月21日（木曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますよう
お願い申しあげます。

敬 具
記

1．日 時 2018年６月22日（金曜日） 午前１０時
2．場 所 山形市七日町三丁目１番２号 当行本店７階会議室
3．株主総会の目的事項

報 告 事 項 1. 第206期 ( 2017年 ４ 月 １ 日から)事業報告および計算書類報告の件2018年 ３ 月31日まで

2. 第206期 ( 2017年 ４ 月 １ 日から)連結計算書類ならびに会計監査人および2018年 ３ 月31日まで

監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
決 議 事 項

　

　 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）12名選任の件
　 第２号議案 監査等委員である取締役５名選任の件
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4．議決権の行使についてのご案内
（1）郵送による議決権行使の場合
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2018年６月21日
（木曜日）午後５時までに到着するようご送付ください。

（2）インターネットによる議決権行使の場合
　当行指定の議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスいただき、同
封の議決権行使書用紙に表示された「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご利用
いただき、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。
　 なお、インターネットによる議決権行使に際しましては、後記（48頁から49頁まで）
の「インターネットにより議決権を行使される場合のお手続きについて」をご確認いた
だき、2018年６月21日（木曜日）午後５時までに行使くださいますようお願い申しあ
げます。

（3）複数回にわたり行使された場合の取扱い
　郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットに
よるものを有効な議決権行使として取扱わせていただきます。
　また、インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使
されたものを有効な議決権行使として取扱わせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
□ お願い
◎当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参
くださいますようお願い申しあげます。

◎当日は軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承賜りますよう
お願い申しあげます。株主の皆さまにおかれましても軽装にてご出席くださいます
ようお願い申しあげます。
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□ お知らせ
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、計算書類の注記、連結計算書類の注記、
株主資本等変動計算書、および連結株主資本等変動計算書につきましては、法令および
当行定款第15条の規定に基づき、以下の当行ホームページに記載しておりますので、
本添付書類には記載しておりません。
（http://www.yamagatabank.co.jp/investor/stock/soukai/)
したがいまして、本招集ご通知の添付書類は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人
が会計監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、計算書類および連結計算書類
の一部であります。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、当
行ホームページ（http://www.yamagatabank.co.jp/investor/stock/soukai/）
において通知させていただきます。
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添 付 書 類
　

第206期 (2017年４月１日から ) 事 業 報 告2018年３月31日まで
　
１．当行の現況に関する事項
（1）企業集団の事業の経過及び成果等
（企業集団の主要な事業内容）
　企業集団は、当行および連結子会社７社で構成され、銀行業務を中心に、信用保証業務、リー
ス業務、クレジットカード業務などの総合金融情報サービスを提供しております。
（経済環境）
○ 国内経済
　当期におけるわが国経済は、内外需の底堅さに支えられ、緩やかに回復しました。
米国を中心に海外経済が回復傾向で推移するなか、世界的な半導体需要の拡大等をうけて、輸

出は増加し、これに伴って企業の生産活動も増加しました。こうしたなか、企業収益は、人件費
や原材料価格の上昇などの下押しがありながらも増加傾向を維持し、高水準で推移しました。設
備投資は、需要拡大と人手不足への対応として、省力化・自動化への投資も含め堅調な動きとな
りました。一方、住宅投資は、持ち家や貸家を中心にこれまでの増勢が一巡し、弱めの動きとな
りましたが、個人消費は、雇用・所得環境の着実な改善が続くなか、緩やかな持ち直しの動きを
たどりました。
○ 県内経済
　当行の主要営業基盤である県内経済は、企業の生産活動をけん引役として、引き続き持ち直し
の動きをたどりました。
　企業の生産活動は、内外需の拡大を背景に、主要産業である電子部品・デバイスや一般機械を
中心に増加傾向となりました。設備投資は、前年が高水準だったこともあり、やや一巡感が広が
りましたが、引き続き底堅さを保って推移しました。一方、公共工事は、東北中央自動車道関連
の大型工事の反動から弱含みとなりました。また、住宅投資は、貸家は堅調となりましたが、持
ち家は緩やかな減少傾向をたどり、総じてみれば横ばいとなりました。こうしたなか、個人消費
は、雇用・所得環境の改善をうけておおむね持ち直し基調で推移しました。
（金融環境）
　金融面をみますと、日本銀行による「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」政策の継続によ
るマイナス金利の影響から、金融機関が資金のやり取りを行うコール市場における無担保翌日物
金利（短期金利）は、△0.02％から△0.07％で推移しました。10年物国債利回り（長期金利）
については、地政学的リスクの高まりなどから一時マイナスに低下する場面もみられましたが、
おおむね0.02％から0.10％の低水準で推移しました。円相場は、１米ドル107円から114円台
でのもみあいが続きましたが、１月以降は米国株式市場がインフレ懸念をうけて急落したことな
どから円高傾向が強まり、期末にかけては106円台となりました。日経平均株価は、期初の
18,000円台から堅調な企業業績を背景に上昇傾向をたどり、１月には26年ぶりに24,000円台
を回復しましたが、２月以降は米国株式市場の急落をうけて低下し、21,000円前後での推移と
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なりました。
（営業施策等）
　業務面においては、多様化・高度化するお客さまのニーズに対応するため、新たな商品やサー
ビスの提供に努めるとともに、地域密着型金融の深化を実践すべく、地域経済の活性化に向けた
取り組みを強化しました。
○ 個人向け商品・サービス
　個人部門では、ライフステージに応じたお客さまの資産形成ニーズにお応えするため、保険商
品については生前贈与に対応した新商品等を導入したほか、投資信託商品についてもラインナッ
プの拡充を図りました。また、本年１月からの「つみたてNISA（非課税累積投資契約に係る少
額投資非課税制度）」の開始にあわせ、つみたてNISA専用商品となるインデックス型ファンドも
取り扱いを開始しました。さらに、昨年６月には投資信託口座開設のインターネット受付を開始
し、７月には個人向けインターネットバンキングの「WEB完結お申し込み」の取り扱いを開始
するなど、来店や書類の郵送なしでもお手続きが可能となるようサービスを拡充しました。加え
て、インターネット支店の口座開設や、他行の口座を含む残高・取引明細照会機能を備えたスマ
ートフォン向けポータルアプリ「やまぎんアプリ E-Branch」の提供を開始しており、今後も順
次提供機能を拡大していく予定となっております。ローン商品については、幅広い資金使途に対
応し、お申し込みからご契約まですべての手続きをインターネットで完結することも可能な
「＜やまぎん＞フリーローン（自由コース・目的別コース）」の取り扱いを開始しました。
○ 法人向け商品・サービス
　法人部門では、競争環境や技術等の分析を通じて成長可能性を総合的に判断する事業性評価手
法である「ビジネスパノラマ」を活用してお客さまが抱える課題の「見える化」を図り、製造業
種に対しては「技術評価」の手法も活用して、経営改善支援に取り組みました。加えて、環境・
農業・ヘルスケアといった各種成長分野の事業化支援や、事業承継・M&A、ビジネスマッチン
グなど幅広いソリューションの提供に努めました。昨年10月には、TKC東北会と業務提携によ
り、創業期のお客さま向けにTKC会計ソフトと当行商品をパッケージ化した「＜やまぎん＞創業
応援パック」の取り扱いを開始しました。海外進出支援に関しては、株式会社フォーバルと
ASEAN諸国を中心とする海外展開支援コンサルティングに関する「業務協力基本協定書」を締
結したほか、アジア圏への進出や販路拡大に向けたセミナーを継続して実施しました。また、お
客さまの決済事務効率化につながる取り組みとして、「でんさいネット」を活用した一括ファク
タリングの取り扱いを開始しました。こうした取り組みの結果、融資をご利用いただいているお
取引先は、８期連続で増加しております。
○ 地方創生への取り組み
　地方創生への取り組みについては、当行では2012年７月より「山形成長戦略プロジェクト」
をスタートさせ、2015年４月には「山形成長戦略推進室」に改組し先行的な活動を強化してま
いりました。鶴岡市にある慶應義塾大学先端生命科学研究所のバイオ技術等を基盤とした企業の
集積を目指す、「バイオサイエンスパーク」における街づくり事業への参画、上山市のヘルス・
ツーリズム組成やワイン産業の創出支援、山形大学工学部との連携による企業誘致やベンチャー
企業の設立等により、県内総生産および雇用の創出に着実な成果を出しております。また、
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2015年３月には新たに「やまがた創生会議」を設置し、県および市町村が策定した「地方版総
合戦略」に関し全行的に推進協力を行っております。このほか、「やまがた地域成長ファンド投
資事業有限責任組合」や「東北６次産業化サポート投資事業有限責任組合」による地域の先進事
業に対する出資も含め、地域経済の活性化に向けた主体的な取り組みを継続して実施しておりま
す。
○ その他の施策
　ITを活用した金融サービスであるフィンテック（FinTech）については、昨年７月に基幹系シ
ステムを共同利用する「じゅうだん会」参加行と共同で、インターネットバンキングに関する照
会業務の高度化等を目指し、人工知能（AI）の金融サービスへの活用に向けた実証実験を開始し
ました。また、10月に株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループの子会社であるJapan
Digital Design株式会社と銀行業高度化等に資する研究開発・人材育成に向けて業務提携を行
い、12月には業務の生産性向上等を目的としたRPA（ロボティック・プロセス・オートメーシ
ョン）を試行導入しました。
　店舗については、１つの店舗内で２つの支店が営業するブランチ・イン・ブランチ方式で、７
月に山形市にある東原支店を東山形支店内に移転したほか、10月には三日町支店を山形駅前支
店内へ、11月には花楯支店を鈴川支店内へ移転しました。加えて、本年１月には陣場支店を馬
見ケ崎支店内へ、東青田支店を寿町支店内へ、３月には庄内町にある狩川支店を余目支店内へ、
米沢市にある米沢南支店を米沢西支店内へ同様の方式で移転し、お客さまの利便性に配慮しなが
ら経営資源の集約化を進めました。2018年３月末現在、ブランチ・イン・ブランチ10カ店、有
人出張所１カ店を含め、店舗数は81カ店、店舗外現金自動設備の設置場所は150カ所となって
おります。
○ 組織体制の整備状況
　組織面では、今年度が現長期経営計画を締めくくる年でもあり、本部組織の大幅な改正は行い
ませんでしたが、2017年４月に、営業企画部IT・チャネル戦略室内に「フィンテック推進室」
を、事務統括部内に「じゅうだん会システム推進室」を新設し、意思決定のさらなる迅速化を図
りました。
　また、当行グループによる経営効率化および経営資源の有効活用を目的として、本年２月には
完全子会社である山銀ビジネスサービス株式会社と７月１日を効力発生日とする吸収合併契約を
締結しました。
（事業の経過及び成果等）
　以上のような営業施策を実施しながら、当行は、株主の皆さまはもとより、お客さまのご支援
のもと、役職員一体となり一層の経営体質強化と業績向上努力を継続しました結果、当期は次の
ような業績をおさめることができました。
○ 預金等
　預金ならびに譲渡性預金については、お客さまの多様なニーズにお応えする商品の提供に努め
てまいりました結果、当期中248億円増加し、期末残高は2兆3,272億円となりました。また、
預かり金融資産については、生命保険の販売が好調に推移したことを主因に、全体では当期中
105億円増加し、期末残高は3,771億円となりました。
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○ 貸出金
　貸出金については、当期中530億円増加し、期末残高は1兆7,355億円となりました。住宅ロ
ーンを中心に個人向け貸出の増強に注力したほか、地元企業や地方公共団体の資金需要に積極的
にお応えいたしました。
○ 有価証券
　有価証券については、国内外の投資環境や市場動向に留意しながら、国債への再投資を抑制す
る一方、収益が見込まれる他の資産への投資を進めた結果、当期中154億円増加し、期末残高は
7,338億円となりました。
○ 損益の状況
　経常収益は、国債等債券売却益が減少したことを主な要因として、前年比35億21百万円減収
の361億46百万円となりました。経常費用は、国債等債券売却損および貸倒引当金繰入額の減
少を主因に同26億33百万円減少し、297億79百万円となりました。この結果、経常利益は同8
億87百万円減益の63億67百万円、当期純利益は同8億61百万円減益の42億74百万円となりま
した。なお、昨年５月に公表しました当期業績予想を上回っております。
（対処すべき課題）
　県内経済は、持ち直しの動きが継続しているものの、人口減少や少子高齢化に伴う地域経済の
縮小が懸念される現状を鑑みますと、地方創生、地域経済の活性化に果たすべき当行の役割や責
任は、一層重要性が高まっているものと認識しております。
　また、日本銀行による「マイナス金利」政策の継続による低金利環境の長期化やフィンテック
企業の台頭など、経営環境が厳しさを増すなか、収益力の強化が当行の大きな課題となっており
ます。
　他方、コーポレートガバナンスコードやスチュワードシップコードへの対応、「金融仲介機能
のベンチマーク」や「顧客本位の業務運営に関する原則」に代表される新たな金融行政への対応
などを通じて、銀行経営の透明性の確保が一層求められているほか、マネー・ローンダリングの
防止やサイバー攻撃に対するセキュリティ強化など、お客さま保護への対応を進める必要があ
り、当行は引き続き経営管理態勢の強化に努めてまいります。
　当行は、本年4月より第19次長期経営計画「《やまぎん》未来をつくる ～Vision for 2020
～」（2018年度～2020年度）をスタートさせました。「お客さま」、「地域」、「当行」の未来を
つくるため、「山形の発展に責任を持つベストパートナーバンク」を目指し、関連会社を含めた
当行グループが一丸となって、企業の皆さまへの幅広い事業支援や、個人の皆さまへの資産形成
支援など、地域経済の発展に徹底的にこだわった総合金融情報サービスを提供してまいります。
　株主の皆さま、地域の皆さま方には、引き続き温かいご支援と変わらぬご愛顧を賜りますよ
う、お願い申しあげます。
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(2）企業集団及び当行の財産及び損益の状況
イ．企業集団の財産及び損益の状況

（単位:百万円）

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
（当連結会計年度）

経 常 収 益 45,970 45,252 45,886 42,488
経 常 利 益 12,719 10,747 8,083 7,138
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 7,483 6,714 5,473 4,988
包 括 利 益 17,327 2,240 1,814 5,077
純 資 産 額 154,694 155,944 153,514 157,442
総 資 産 2,466,878 2,503,672 2,612,784 2,618,179

　

ロ．当行の財産及び損益の状況
（単位:億円）

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
（当 期）

預 金 20,375 20,765 21,832 22,094
定 期 性 預 金 8,516 8,751 8,829 8,378
そ の 他 11,858 12,013 13,003 13,715

貸 出 金 14,793 15,933 16,824 17,355
個 人 向 け 4,033 4,597 5,265 5,795
中 小 企 業 向 け 4,412 4,680 4,898 4,990
そ の 他 6,347 6,655 6,661 6,568

商 品 有 価 証 券 0 0 0 0
有 価 証 券 8,215 7,411 7,183 7,338
国 債 3,462 3,307 2,933 2,595
そ の 他 4,752 4,103 4,250 4,743

総 資 産 24,526 24,920 26,015 26,061
内 国 為 替 取 扱 高 129,666 130,841 126,798 139,514
外 国 為 替 取 扱 高 百万ドル 百万ドル 百万ドル 百万ドル

895 808 1,110 1,070
経 常 利 益 百万円 百万円 百万円 百万円

11,607 9,934 7,254 6,367
当 期 純 利 益 百万円 百万円 百万円 百万円

7,280 6,685 5,136 4,274
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

44 39 40 91 157 42 131 15
（注）1． 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

2. 「１株当たり当期純利益」は、期中平均株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づいて算出して
おります。

3. 　当行は「役員報酬BIP信託」を導入しており、当該信託が所有する当行株式を自己株式として処理しております。
これに伴い、2016年度および2017年度の１株当たり当期純利益を算定するための普通株式の期中平均株式数につ
いて、「役員報酬BIP信託」が所有する当行株式の数を控除しております。

4. 　2017年度の状況につきましては、「事業の経過及び成果等」に記載のとおりであります。
5. 　2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施したことから、１株当たり当期純利益に
ついては、2016年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して算定しております。
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（3）企業集団の使用人の状況
当 年 度 末 前 年 度 末

銀 行 業 リース業 その他事業 銀 行 業 リース業 その他事業

使用人数 1,303人 14人 57人 1,335人 12人 55人

（注） 使用人数は在籍者ベースであり、臨時雇員および嘱託は含んでおりません。
　

（4）企業集団の主要な営業所等の状況
イ．銀行業
（イ）当行の営業所数の推移

当年度末 前年度末

山 形 県 70店（ うち出張所 1） 70店（ うち出張所 1）

宮 城 県 6 （ －） 6 （ －）

秋 田 県 1 （ －） 1 （ －）
福 島 県 1 （ －） 1 （ －）
栃 木 県 1 （ －） 1 （ －）
埼 玉 県 1 （ －） 1 （ －）
東 京 都 1 （ －） 1 （ －）
合 計 81 （ 1） 81 （ 1）

（注） 上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を150カ所（前年度末140カ所）設置しております。また、株式
会社イーネットとの提携に基づく店舗外現金自動設備を山形県内で113カ所（前年度末114カ所）、株式会社ローソ
ン・エイティエム・ネットワークスとの提携に基づく店舗外現金自動設備を山形県内で108カ所（前年度末105カ所）
それぞれ設置しております。

　
（ロ）当年度の当行の新設営業所
　該当事項はありません。
注. 上記のほか、次の店舗外現金自動設備を設置および廃止しました。
　① 当年度中に設置した店舗外現金自動設備
　 ヤマザワ村山駅西店（村山市）
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　 ヨークベニマル落合店（山形市）
　 東原出張所（山形市）
　 三日町出張所（山形市）
　 おーばん久野本店（天童市）
　 印役町出張所（山形市）
　 陣場出張所（山形市）
　 東青田出張所（山形市）
　 うめや川西店（川西町）
　 ヤマザワ宮内店（南陽市）
　 狩川出張所（庄内町）
　 米沢南出張所（米沢市）
　② 当年度中に廃止した店舗外現金自動設備
　 ヨークベニマル大野目店（山形市）
　 ヤマザワ漆山店（山形市）

（ハ）当行を所属銀行とする銀行代理業者の一覧
　該当事項はありません。

（ニ）当行が営む銀行代理業等の状況
　該当事項はありません。

ロ．リース業
山 銀 リ ー ス 株 式 会 社：本社（山形市）

ハ．その他事業
山銀ビジネスサービス株式会社：本社（山形市）
山 銀 保 証 サ ー ビ ス 株 式 会 社：本社（山形市）
山銀システムサービス株式会社：本社（山形市）
やまぎんカードサービス株式会社：本社（山形市）
やまぎんキャピタル株式会社：本社（山形市）
木 の 実 管 財 株 式 会 社：本社（山形市）
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（5）企業集団の設備投資の状況
イ．設備投資の総額

（単位:百万円）
　

事業セグメント 金 額
銀 行 業 1,245
リ ー ス 業 4
そ の 他 事 業 3
合 計 1,253

（注） 金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
ロ．重要な設備の新設等

（単位:百万円）
事業セグメント 内 容 金 額
銀 行 業 鈴川支店 改築工事 194
銀 行 業 南光台支店 改築工事 190

　（注） 金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　

（6）重要な親会社及び子会社等の状況
　

イ．親会社の状況
　該当事項はありません。
ロ．子会社等の状況

　

会 社 名 所 在 地 主要業務内容 設立年月日 資 本 金
当行が有する
子 会 社 等 の
議 決 権 比 率

その他

山 銀 ビ ジ ネ ス
サービス株式会社

山形市七日町
三丁目１番２号 事 務 代 行 業 1979年

８月11日
百万円
10

％
100.00

山 銀 保証サービス
株 式 会 社

山形市十日町
二丁目４番１号 信 用 保 証 業 1974年

11月１日 20 100.00

山 銀 リ ー ス
株 式 会 社

山形市宮町
二丁目２番27号

フ ァ イ ナ ン ス
リ ー ス 業

1976年
４月８日 30 100.00

山 銀 シ ス テ ム
サービス株式会社

山形市三日町
一丁目２番47号

情 報
サ ー ビ ス 業

1990年
３月14日 20 100.00

や ま ぎ ん カ ー ド
サービス株式会社

山形市十日町
二丁目４番１号

ク レ ジ ッ ト、
金 銭 貸 付、
信 用 保 証 業

1991年
６月21日 30 100.00

やまぎんキャピタル
株 式 会 社

山形市七日町
三丁目１番２号

有価証券の取得
保 有、 売 却

1996年
４月３日 100 5.00

木 の 実 管 財
株 式 会 社

山形市十日町
二丁目４番１号 財 産 管 理 業 1961年

６月６日 10 91.21
　

（注）1. 当行が有する子会社等の議決権比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
2. 上記７社はすべて連結子会社及び子法人等であり、持分法適用会社はありません。
3. 当行と山銀ビジネスサービス株式会社は、2018年7月1日を効力発生日として、当行を存続会社とする吸収合併
を行う予定です。
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（重要な業務提携の概況）
1． 地方銀行64行の提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービス（略称ACS）を
行っております。

2． 地方銀行64行と都市銀行、信託銀行、第二地方銀行協会加盟行、信用金庫、信用組合、系統農協・信漁
連（農林中金、信連を含む）、労働金庫との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しの
サービス（略称MICS）を行っております。

3． 地銀ネットワークサービス株式会社（地方銀行64行の共同出資会社、略称CNS）において、データ伝送
の方法により取引先企業との間の総合振込・口座振替・入出金取引明細等各種データの授受のサービス等を
行っております。

4． じゅうだん会（株式会社八十二銀行、株式会社山形銀行、株式会社筑波銀行、株式会社武蔵野銀行、株式
会社阿波銀行、株式会社宮崎銀行、株式会社琉球銀行）では、システム共同化に合意し、当行は2005年１
月に株式会社八十二銀行が開発した共同版システムへの移行を実施いたしました。

5． 株式会社ゆうちょ銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しおよび現金自動預
入れのサービスを行っております。

6． 株式会社セブン銀行、株式会社イーネットおよび株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークスとの
提携により、コンビニエンスストア等の店舗内に設置した現金自動設備による現金自動引出しおよび現金自
動預入れ等のサービスを行っております。

7． 野村證券株式会社および三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社との提携により、金融商品仲介業務
を行っております。

8． 株式会社きらやか銀行との提携により、現金自動設備の無料・割引相互利用サービス（名称「ふるさと山
形ネットサービス」）を行っております。

9． 株式会社七十七銀行および株式会社東邦銀行との提携により、現金自動設備の無料・割引相互利用サービ
ス（名称「MYキャッシュポイント」）を行っております。

10．山形県内４信用金庫（山形信用金庫、米沢信用金庫、鶴岡信用金庫、新庄信用金庫）と提携し、現金自
動設備の無料・割引相互利用サービス（名称「ぐるっと花笠ネット」）を行っております。

11．株式会社イオン銀行との提携により、現金自動設備の相互利用による現金自動引出しのサービスを行っ
ております。

12．株式会社秋田銀行との提携により、現金自動設備の無料・割引相互利用サービスを行っております。

（7）事業譲渡等の状況
　該当事項はありません。

（8）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社役員に関する事項
（1）会社役員の状況

（年度末現在）
氏 名 地位及び担当 重要な兼職 その他
長谷川 吉 茂 取締役頭取 （代表取締役）

監査部担当

三 浦 新一郎 専務取締役
（代表取締役）
営業企画部、
営業支援部担当

石 川 芳 宏 専務取締役

（代表取締役）
秘書室、
総合企画部、
金融市場部、
東京事務所担当

永 井 悟 常務取締役 人事総務部、
事務統括部担当

長 沼 清 弘 常務取締役 本店営業部長

勝 木 伸 哉 常務取締役 融資部担当
土 門 義 浩 取 締 役 営業企画部長
小 屋 寛 取 締 役 総合企画部長

三 澤 好 孝 取 締 役 酒田支店長兼
酒田駅前支店長

佐 藤 英 司 取 締 役 米沢支店長兼
米沢北支店長

井 上 弓 子 取 締 役 (社外取締役)
髙島電機株式会社代表取締役会長
山形商工会議所副会頭
国立大学法人山形大学経営協議会委員

丹 野 晴 彦 取 締 役 監査等委員
柿 崎 正 樹 取 締 役 監査等委員

中 山 眞 一 取 締 役 (社外取締役)
監査等委員

株式会社塚田会計事務所
代表取締役社長
株式会社山形新聞社監査役（社外監査役）

(注)2

浜 田 敏 取 締 役 (社外取締役)
監査等委員

浜田敏法律事務所所長
山形県収用委員会会長
公益財団法人山形東高奨学会理事長
株式会社ヤマザワ取締役（社外取締役）

(注)3
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氏 名 地位及び担当 重要な兼職 その他

五 味 康 昌 取 締 役 (社外取締役)
監査等委員

三菱ＵＦＪ証券ホールディングス
株式会社特別顧問
讀賣テレビ放送株式会社取締役
（社外取締役）
株式会社オービック取締役（社外取締役）

尾 原 儀 助 取 締 役 (社外取締役)
監査等委員

男山酒造株式会社代表取締役
山形酒類販売株式会社代表取締役
一般社団法人山形県法人会連合会会長
株式会社ヤマザワ監査役（社外監査役）

（注）1． 取締役井上弓子氏、中山眞一氏、浜田敏氏、五味康昌氏及び尾原儀助氏は、会社法第２条第15号に定める社外取
締役であります。上記の各氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独
立役員であります。

2． 監査等委員中山眞一氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもの
であります。

3． 監査等委員浜田敏氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有するものであります。
4． 取締役丹野晴彦氏および柿崎正樹氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、
行内事情に精通した者が、重要な会議への出席、日常的な情報収集、業務執行部門からの定期的な業務報告の聴取、
内部監査部門等との密接な連携により得られた情報を監査等委員全員で共有することを通じて、監査等委員会によ
る監査の実効性を高めるためであります。

5． 当事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。
（氏 名） （退任時の地位及び担当） （退任年月日）
武 田 昌 裕 　 常務取締役 本店営業部長委嘱 2017年６月23日
丹 野 晴 彦 　 常務取締役 2017年６月23日
鈴 木 康 介 　 取 締 役 2017年６月23日
中 川 太 文 　 取 締 役 監査等委員 2017年６月23日

　 なお、取締役監査等委員中川太文氏は、辞任による退任であります。
　
（2）会社役員に対する報酬等

（単位：百万円）
区 分 支給人数 報 酬 等
取 締 役

（監査等委員を除く） 14名 186 （ 53 ）

取 締 役
（監査等委員） 7名 44 （ － ）

計 21名 231 （ 53 ）

（注）1． 上記報酬等には以下のものが含まれており、それぞれ合計額を括弧内に内書きしております。
（1） 役員賞与引当金繰入額のうち当事業年度に計上した額

取締役(監査等委員を除く) 25百万円
（2） 株式報酬引当金繰入額のうち当事業年度に計上した額

取締役(監査等委員を除く) 28百万円
2. 上記の支給人数には、2017年６月23日開催の第205期定時株主総会の終了をもって退任した取締役４名を含ん
でおります。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月18日 11時21分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 15 ―

　なお、丹野晴彦氏は第205期定時株主総会において常務取締役を退任した後、取締役監査等委員に就任したため、
人数および支給額について常務取締役期間は取締役（監査等委員を除く）、取締役監査等委員期間は取締役（監査等
委員）に含めて記載しております。

3. 取締役の報酬限度額は、2016年６月23日開催の第204期定時株主総会において、以下のとおり決議いただいて
おります。
（1）取締役（監査等委員を除く）

　年額220百万円以内（うち、社外取締役は年額10百万円以内）
　なお、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含みません。

（2）取締役（監査等委員）
　年額50百万円以内

4． 使用人兼務取締役の使用人分の給与等45百万円（内賞与額９百万円）であります。
5． 金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

　
（3）責任限定契約

氏 名 責任限定契約の内容の概要

井 上 弓 子

会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにあたり善意でかつ
重大な過失がないときは、法令が定める最低責任限度額を限度として損害賠
償責任を負うものとしております。

中 山 眞 一

浜 田 敏

五 味 康 昌

尾 原 儀 助
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３．社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

氏 名 兼 職 そ の 他 の 状 況

井 上 弓 子
髙島電機株式会社代表取締役会長
山形商工会議所副会頭
国立大学法人山形大学経営協議会委員

中 山 眞 一 株式会社塚田会計事務所代表取締役社長
株式会社山形新聞社監査役（社外監査役）

浜 田 敏
浜田敏法律事務所所長
山形県収用委員会会長
公益財団法人山形東高奨学会理事長
株式会社ヤマザワ取締役（社外取締役）

五 味 康 昌
三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社特別顧問
讀賣テレビ放送株式会社取締役（社外取締役）
株式会社オービック取締役（社外取締役）

尾 原 儀 助
男山酒造株式会社代表取締役
山形酒類販売株式会社代表取締役
一般社団法人山形県法人会連合会会長
株式会社ヤマザワ監査役（社外監査役）

（注）1． 髙島電機株式会社、株式会社塚田会計事務所、浜田敏法律事務所、男山酒造株式会社および山形酒類販売株式会
社は、当行との間に銀行取引関係があります。

2． 三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社の子会社である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、当
行と金融商品仲介業務に関する提携を行っております。金融商品仲介業務に関する提携の詳細については、重要な
業務提携の概況をご参照ください。

　
（2）社外役員の主な活動状況

氏 名 在任期間 取締役会への出席状況 取締役会における発言
そ の 他 の 活 動 状 況

井 上 弓 子 ２年９カ月 取締役会11回全てに出席しました。
企業経営者としての豊富な経験を
基に、社外取締役として独立した
立場から発言しております。

中 山 眞 一 10年９カ月 取締役会11回全て、監査等委員会
13回全てに出席しました。

主に公認会計士としての専門的知
見を基に、社外取締役としての見
地から発言しております。

浜 田 敏 ９年９カ月 取締役会11回全て、監査等委員会
13回全てに出席しました。

主に弁護士としての専門的知見を
基に、社外取締役としての見地か
ら発言しております。

五 味 康 昌 ８年９カ月 取締役会11回全て、監査等委員会
13回全てに出席しました。

主に金融業務に関する豊富な経験
を基に、社外取締役としての見地
から発言しております。

尾 原 儀 助 ３年９カ月 取締役会11回全て、監査等委員会
13回全てに出席しました。

企業経営者としての豊富な経験を
基に、社外取締役として独立した
立場から発言しております。
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（3）社外役員に対する報酬等
（単位：百万円）

　

支給人数 銀行からの報酬等 銀行の親会社等からの報酬等
報酬等の合計 　 5名 14 ―

　

（注） 金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。　
（4）社外役員の意見
　上記(1)～(3)に対する社外役員の意見はありません。

　
４．当行の株式に関する事項
（1）株 式 数 発行可能株式総数 59,670千株

発行済株式の総数 34,000千株（うち自己株式1,317千株）
　（2）当年度末株主数 8,058名
　（3）大 株 主
　

株主の氏名または名称
当行への出資状況

持株数等 持株比率

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 1,438 千株 4.39 ％

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （信 託 口） 1,426 4.36
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,212 3.71
両 羽 協 和 株 式 会 社 1,209 3.70
山 形 銀 行 従 業 員 持 株 会 918 2.80
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 710 2.17
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 708 2.16
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 638 1.95
日 本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 ( 信 託 口 ９ ) 535 1.63
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株 式 会 社 ( 信 託 口 ) 467 1.43

　

（注）1． 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 2017年10月1日付で普通株式5株を1株とする株式併合を行うとともに、単元株式数を1,000株から100株とす
る変更を行っております。

3. 当行は自己株式1,317千株を保有しておりますが、上記記載から除いております。なお、自己株式には、「役員報
酬BIP信託」導入において設定した日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬BIP信託口）所有の当行株式
88千株を含んでおりません。また、持株比率は、自己株式を控除して算出しており、小数点第3位以下を切り捨て
て表示しております。
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５．当行の新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。

６．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

（単位：百万円）
　

氏名又は名称 当該事業年度
に係る報酬等 その他

新日本有限責任監査法人
（当行の監査の職務を行った指定有限責任社員の氏名）
　業務執行社員
　 公認会計士 髙嶋 清彦
　業務執行社員
　 公認会計士 小松﨑 謙

54

　当行監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた当該
事業年度の監査計画の内容、前年度の監査実績の検証と評
価、職務遂行状況の相当性、報酬見積もりの算出根拠の適
正性等について必要な検証を行い、審議した結果、会計監
査人の報酬等の額について適切であると判断し、会社法第
399条第１項の同意を行っております。

　

（注）1． 当行と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額
を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれらの合計額を記載しております。

2． 当行、当行子会社および子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は54百万円であります。
3． 金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

　
（2）責任限定契約
　該当事項はありません。

　
（3）会計監査人に関するその他の事項

会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の解任または不再任が適当であると判断した場合は、会計
監査人の解任または不再任について株主総会に付議いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認
められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、解任後最初に招集される株主総会において、監査等委員会が選定した監査等委員か
ら、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　なお、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況、監査体制、監査品質および独立性
等を総合的に検討し、再任もしくは不再任の決定を行います。
　

７．財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本
方針

　

該当事項はありません。
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８．業務の適正を確保する体制
　

　当行取締役会において決議した、業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制
システム）に関する基本方針は、次のとおりであります。

（1）当企業集団の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制
① 取締役および取締役会はコンプライアンスがあらゆる企業活動の前提であることを認
識し実践します。
② 行動規準を当企業集団のコンプライアンスの基本に位置付け、コンプライアンス関連
規程、業務に関連する各種法令等をコンプライアンス・プログラムや各種研修等におい
て職員に周知し、コンプライアンスが企業文化として定着するよう徹底します。
③ 総合企画部がコンプライアンス関連事項を統括し、当行の各部室店および子会社に配
置されたコンプライアンス責任者・担当者を通してコンプライアンス関連の各種施策を
実施します。
④ コンプライアンスに関する各種施策は取締役会において意思決定するとともに、運用
状況について、コンプライアンス・リスク管理に関する協議機関であるリスク管理会議
等において定期的に協議を実施し、検証します。
⑤ 反社会的勢力に対しては、断固として対決し、介入を阻止します。また、反社会的勢
力との関係を遮断するため、営業店・子会社および本部の連携を中心に警察を始めとし
た外部専門機関とも連携し、組織として対応する態勢を確立します。

（2）当企業集団の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
① 取締役の職務の執行に係る取締役会議事録を始めとする各種議事録や各種稟議書類等
は、保存、管理、処分方法等を定めた各種規程に基づき、適切かつ厳正に取り扱いま
す。
② 情報セキュリティに関する規程に基づき、各種情報や書類等の漏えい、滅失、紛失等
を防止します。

（3）当企業集団の損失の危険の管理（リスク管理）に関する規程その他の体制
① 取締役は、当企業集団の業務の健全性および適切性確保のため、経営計画や業務の規
模・特性等を踏まえ、統合的リスク管理および各種リスクの管理機能の実効性確保に向
けた態勢を確立します。
② リスク管理に関する重要事項は、取締役会において意思決定するとともに、その運用
状況について、リスク管理会議やALM会議等において定期的に協議を実施し、検証しま
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す。
③ 総合企画部を統合的リスク管理部署として、リスク管理の基本規程である統合的リス
ク管理規程に定める基本原則や責任体制に基づき各種リスクの統合的管理に取り組みま
す。
④ 危機管理規程および関連マニュアルを周知・徹底するとともに、災害や各種障害、事
件・事故等の緊急事態の発生に備え、定期的に緊急時の対応訓練を実施します。

（4）当企業集団の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役は取締役会規程のほか、組織規程等に定める職務分掌や職務権限等に基づき、
指揮命令、使用人との役割分担を実施し、その職務執行の効率性を確保します。
② 取締役会は経営計画を定め、業績目標を明確化するとともに、その達成・進捗状況に
ついて定期的に確認します。
③ 業務の合理化・効率化を進め、効率的な取締役の職務執行態勢を確立します。

（5）当企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 取締役が子会社の業務の適正について監督するとともに、人事交流、情報交換を密に
し、当企業集団の連携態勢を確立します。
② 関連会社管理規程等に基づき、コンプライアンス・リスク管理に関する事項や取引条
件等の経営上重要な事項について協議するとともに、子会社のコンプライアンス・リス
ク管理態勢の整備・機能強化を指導します。また、定期的に子会社から業務執行状況や
財務状況等の報告を受け、当企業集団の業務の適正を確保します。
③ 会計に関する各種法令や基準等を遵守し、当企業集団の財務報告の適正性を確保する
ための内部管理態勢を確立します。

（6）内部監査部門による内部統制システムの監査の体制
① 監査部は内部統制システムの有効性および機能発揮状況等について、当行および子会
社に対し定期的に監査を実施し、改善を要請するとともに、その結果を取締役会および
監査等委員会に報告します。

（7）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項および当該使用人の取締役（監査
等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の
実効性の確保に関する事項
① 監査等委員会の職務を補助すべき使用人（補助使用人）について、取締役会は監査等
委員会と協議のうえ、その人数、地位等の具体的な内容について決定します。
② 補助使用人は、監査等委員会の指揮命令に従い、取締役（監査等委員である取締役を
除く）から独立してその職務を遂行します。
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③ 補助使用人は、その職務を遂行するために必要な調査、会議出席、情報収集等を行う
ことができます。
④ 補助使用人の異動・評価等の人事に関する事項については、監査等委員会と事前に協
議を行い、同意を得たうえで決定します。

（8）当企業集団の取締役（監査等委員である取締役を除く）・その他使用人等またはこれら
の者から報告を受けた者が当行の監査等委員会に報告するための体制
① 当行は、当企業集団の役職員が法令等の違反行為等、当企業集団に著しい損害を及ぼ
すおそれのある事実やその他重要事項について、当行の監査等委員会に報告する態勢を
確立します。
② 取締役（監査等委員である取締役を除く）および使用人は法令等に定める事項のほ
か、必要に応じ内部統制システムの構築・運用状況等について、監査等委員会に報告し
ます。
③ 監査等委員会は、監査部と緊密な連携を保ち監査を実施するとともに、いつでも取締
役（監査等委員である取締役を除く）および使用人に対して、報告を求めることができ
ます。

（9）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
① 当行は、監査等委員会へ報告を行った当企業集団の役職員に対し、当該報告をしたこ
とを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当企業集団の役職員に周知
徹底します。

（10）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する
事項
① 監査等委員会が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求を
したときは、速やかに当該費用または債務を処理します。

（11）その他、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査等委員会は、監査等委員による重要な会議等への出席、稟議書類等業務執行に係
る重要な書類を閲覧することで、業務の執行状況等について監査するとともに、定期的
に代表取締役等と意見交換を行います。
② 監査等委員会は、会計監査人と定期的に意見および情報交換を行うとともに、職務の
執行に際して必要な場合には、弁護士等の外部専門家を活用します。
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　【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することならびに効率的に行われることの確
保
取締役会を原則毎月開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項およびその他の重

要事項について、協議・決定するとともに、業務執行状況を監督しております。
　さらに、迅速な経営判断および業務執行を行うために、頭取および役付取締役で構成す
る常務会を原則毎週開催しており、取締役会より委任を受けた事項やその他経営全般に係
る事項について協議・決定するとともに、業務執行に関する主要な報告を求めておりま
す。

(2) リスク管理体制
リスク管理の基本方針などの重要事項につきましては、取締役会が半期毎に見直しを行
うほか、関連規程の改廃は、取締役会で協議・決定しております。
　また、コンプライアンスを含めたリスク管理のモニタリングの徹底を図るため、リスク
管理会議およびALM会議を常務会として定期的に開催しております。
　加えて、総合企画部内にリスク統括室を設置し、リスク管理の基本規程である「統合的
リスク管理規程」に定める基本原則や責任体制に基づき、各種リスクの統合的管理に取り
組んでおります。
　さらに、監査部を内部監査部署とし、被監査部門に対しての独立性を確保したうえで、
関連会社を含む全部室店を対象に業務運営・管理およびリスク管理の適切性・有効性を監
査しております。

(3) コンプライアンス態勢
半期毎に取締役会にてコンプライアンス・リスク管理方針を定め、運用状況をリスク管

理会議で協議し、検証するほか、コンプライアンスに関する各種施策を取締役会にて決定
しております。また、コンプライアンス違反の発生状況および反社会的勢力等との取引の
遮断などについてリスク管理会議で協議し、その内容を取締役会に報告しております。

(4) 当行グループにおける業務の適正の確保
　グループ会社の経営管理につきましては、「関連会社管理規程」に基づき、グループ会
社の業務執行について重要性に応じて、当行の取締役又は常務会等の決裁を受ける体制を
整備しております。
　また、グループ会社代表取締役による定例会議を原則として毎月開催し、業務報告およ
び意見交換を行っております。
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(5) 監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等
監査等委員会の監査につきましては、各取締役に対する牽制機能を果たすほか、重要会

議への出席、取締役・内部監査部門等から執行状況の聴取、営業店・関連会社の往査など
を定期的に実施し、その結果を監査等委員会において報告を行い、全監査等委員の認識と
課題、情報の共有を図っております。また、会計監査人との連携として、監査等委員会は
会計監査人との協議を随時実施し、相互に連携・情報交換しながら監査を実施しておりま
す。

９. 会計参与に関する事項
　

該当事項はありません。

10. その他
会社法第459条第１項の規定による定款の定めにより取締役会に与えられた権限の行使に
関する方針
　剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項については、法令に別段の定め
がある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる旨を定款に規定しており
ます。
　当行は、銀行業としての公共的性格と経営の健全性維持等の観点から、内部留保の充実
に努めるとともに、安定的な配当を継続していくことを基本方針としております。
　内部留保資金につきましては、企業価値の持続的な向上と企業体質のさらなる強化をめ
ざすべく、有効に活用してまいります。
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第206期末（2018年３月31日現在）貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

現 金 預 け 金 82,337 預 金 2,209,410
現 金 30,861 当 座 預 金 60,877
預 け 金 51,476 普 通 預 金 1,235,650

コ ー ル ロ ー ン 1,339 貯 蓄 預 金 26,973
買 入 金 銭 債 権 5,339 通 知 預 金 4,270
商 品 有 価 証 券 4 定 期 預 金 830,141
商 品 地 方 債 4 定 期 積 金 7,758

有 価 証 券 733,811 そ の 他 の 預 金 43,739
国 債 259,505 譲 渡 性 預 金 117,797
地 方 債 124,962 コ ー ル マ ネ ー 7,968
社 債 133,481 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 26,536
株 式 43,227 借 用 金 50,863
そ の 他 の 証 券 172,635 借 入 金 50,863

貸 出 金 1,735,529 外 国 為 替 32
割 引 手 形 7,184 売 渡 外 国 為 替 29
手 形 貸 付 33,471 未 払 外 国 為 替 2
証 書 貸 付 1,518,896 新 株 予 約 権 付 社 債 10,624
当 座 貸 越 175,977 そ の 他 負 債 9,959

外 国 為 替 941 未 決 済 為 替 借 663
外 国 他 店 預 け 941 未 払 法 人 税 等 769

そ の 他 資 産 19,252 未 払 費 用 1,780
未 決 済 為 替 貸 526 前 受 収 益 436
前 払 費 用 2 給 付 補 填 備 金 0
未 収 収 益 2,565 金 融 派 生 商 品 3,217
金 融 派 生 商 品 408 リ ー ス 債 務 41
そ の 他 の 資 産 15,749 資 産 除 去 債 務 134

有 形 固 定 資 産 14,752 そ の 他 の 負 債 2,915
建 物 3,811 役 員 賞 与 引 当 金 25
土 地 9,109 株 式 報 酬 引 当 金 45
リ ー ス 資 産 39 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 143
建 設 仮 勘 定 26 偶 発 損 失 引 当 金 301
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 1,765 繰 延 税 金 負 債 3,948

無 形 固 定 資 産 1,965 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 1,308
ソ フ ト ウ ェ ア 1,759 支 払 承 諾 16,582
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 205 負 債 の 部 合 計 2,455,545

前 払 年 金 費 用 1,089 （純 資 産 の 部）
支 払 承 諾 見 返 16,582 資 本 金 12,008
貸 倒 引 当 金 △6,839 資 本 剰 余 金 4,932

資 本 準 備 金 4,932
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 119,179
利 益 準 備 金 7,076
そ の 他 利 益 剰 余 金 112,103
別 途 積 立 金 106,520
繰 越 利 益 剰 余 金 5,583

自 己 株 式 △3,176
株 主 資 本 合 計 132,944
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 18,638
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △2,184
土 地 再 評 価 差 額 金 1,164
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 17,618
純 資 産 の 部 合 計 150,562

資 産 の 部 合 計 2,606,108 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 2,606,108
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第206期 (2017年４月１日から) 損益計算書2018年３月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
経 常 収 益 36,146

資 金 運 用 収 益 25,188
貸 出 金 利 息 17,797
有 価 証 券 利 息 配 当 金 7,216
コ ー ル ロ ー ン 利 息 92
買 現 先 利 息 △0
預 け 金 利 息 8
そ の 他 の 受 入 利 息 73

役 務 取 引 等 収 益 6,618
受 入 為 替 手 数 料 1,571
そ の 他 の 役 務 収 益 5,047

そ の 他 業 務 収 益 1,376
商 品 有 価 証 券 売 買 益 0
国 債 等 債 券 売 却 益 1,376

そ の 他 経 常 収 益 2,963
償 却 債 権 取 立 益 7
株 式 等 売 却 益 2,557
そ の 他 の 経 常 収 益 397

経 常 費 用 29,779
資 金 調 達 費 用 2,147

預 金 利 息 753
譲 渡 性 預 金 利 息 60
コ ー ル マ ネ ー 利 息 5
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 274
借 用 金 利 息 125
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 847
そ の 他 の 支 払 利 息 81

役 務 取 引 等 費 用 3,102
支 払 為 替 手 数 料 348
そ の 他 の 役 務 費 用 2,753

そ の 他 業 務 費 用 2,013
外 国 為 替 売 買 損 36
国 債 等 債 券 売 却 損 1,100
金 融 派 生 商 品 費 用 875

営 業 経 費 20,716
そ の 他 経 常 費 用 1,799

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,138
株 式 等 売 却 損 108
株 式 等 償 却 1
そ の 他 の 経 常 費 用 550

経 常 利 益 6,367
特 別 利 益 0

固 定 資 産 処 分 益 0
そ の 他 の 特 別 利 益 0

特 別 損 失 146
固 定 資 産 処 分 損 73
減 損 損 失 72

税 引 前 当 期 純 利 益 6,221
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,356
法 人 税 等 調 整 額 △410
法 人 税 等 合 計 1,946
当 期 純 利 益 4,274

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月18日 11時21分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 26 ―

　連結計算書類の作成方針
　
（1）連結の範囲に関する事項
① 連結される子会社及び子法人等 ７社
　 会社名

山銀リース株式会社
山銀保証サービス株式会社
やまぎんカードサービス株式会社
やまぎんキャピタル株式会社
山銀システムサービス株式会社
山銀ビジネスサービス株式会社
木の実管財株式会社

② 非連結の子会社及び子法人等
　会社名
やまがた地域成長ファンド投資事業有限責任組合
山形創生ファンド投資事業有限責任組合
　非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金
（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除い
ても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、
連結の範囲から除外しております。

　
（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
　該当ありません。
② 持分法適用の関連法人等
　該当ありません。
③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等
　会社名
やまがた地域成長ファンド投資事業有限責任組合
山形創生ファンド投資事業有限責任組合
　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分
に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて
も連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

④ 持分法非適用の関連法人等
　該当ありません。

　
（3）開示対象特別目的会社に関する事項

該当事項はありません。
　
（4）のれんの償却に関する事項

のれんの償却については、重要性が乏しいものを除いて、定額法により償却することとしております。
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（2018年３月31日現在）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）

現 金 預 け 金 82,343 預 金 2,206,819
コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 1,339 譲 渡 性 預 金 114,497
買 入 金 銭 債 権 5,797 コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 7,968
商 品 有 価 証 券 4 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 26,536
有 価 証 券 732,995 借 用 金 54,245
貸 出 金 1,726,334 外 国 為 替 32
外 国 為 替 941 新 株 予 約 権 付 社 債 10,624
そ の 他 資 産 39,241 そ の 他 負 債 15,343
有 形 固 定 資 産 14,977 役 員 賞 与 引 当 金 25
建 物 3,818 退 職 給 付 に 係 る 負 債 48
土 地 9,109 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 5
建 設 仮 勘 定 26 株 式 報 酬 引 当 金 45
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 2,022 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 143

無 形 固 定 資 産 1,990 偶 発 損 失 引 当 金 301
ソ フ ト ウ ェ ア 1,781 ポ イ ン ト 引 当 金 38
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 208 利 息 返 還 損 失 引 当 金 60

退 職 給 付 に 係 る 資 産 930 繰 延 税 金 負 債 3,973
繰 延 税 金 資 産 289 再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 1,308
支 払 承 諾 見 返 18,720 支 払 承 諾 18,720
貸 倒 引 当 金 △7,727 負 債 の 部 合 計 2,460,737

（純 資 産 の 部）
資 本 金 12,008
資 本 剰 余 金 10,215
利 益 剰 余 金 120,721
自 己 株 式 △3,176
株 主 資 本 合 計 139,769
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 18,654
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △2,184
土 地 再 評 価 差 額 金 1,164
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △110
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 合 計 17,523
非 支 配 株 主 持 分 149
純 資 産 の 部 合 計 157,442

資 産 の 部 合 計 2,618,179 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 2,618,179
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(2017年４月１日から) 連結損益計算書2018年３月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
経 常 収 益 42,488

資 金 運 用 収 益 25,186
貸 出 金 利 息 17,799
有 価 証 券 利 息 配 当 金 7,207
コ ー ルローン利息及び買入手形利息 92
買 現 先 利 息 △0
預 け 金 利 息 8
そ の 他 の 受 入 利 息 79

役 務 取 引 等 収 益 7,626
そ の 他 業 務 収 益 6,712
そ の 他 経 常 収 益 2,963

償 却 債 権 取 立 益 15
そ の 他 の 経 常 収 益 2,947

経 常 費 用 35,350
資 金 調 達 費 用 2,168

預 金 利 息 753
譲 渡 性 預 金 利 息 59
コ ールマネー利息及び売渡手形利息 5
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息 274
借 用 金 利 息 144
そ の 他 の 支 払 利 息 930

役 務 取 引 等 費 用 2,436
そ の 他 業 務 費 用 6,825
営 業 経 費 22,025
そ の 他 経 常 費 用 1,894

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,095
そ の 他 の 経 常 費 用 799

経 常 利 益 7,138
特 別 利 益 0

固 定 資 産 処 分 益 0
そ の 他 の 特 別 利 益 0

特 別 損 失 146
固 定 資 産 処 分 損 73
減 損 損 失 72

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,992
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,630
法 人 税 等 調 整 額 △626
法 人 税 等 合 計 2,004
当 期 純 利 益 4,988
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 4,988
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会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

　 2018年５月８日
株 式 会 社　山 形 銀 行
取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 嶋 清 彦 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 松 﨑 謙 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社山形銀行の2017年４月１日から2018年３月
31日までの第206期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針
及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月18日 11時21分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 30 ―

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2018年５月８日

株 式 会 社　山 形 銀 行
取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 嶋 清 彦 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 松 﨑 謙 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社山形銀行の2017年４月１日から2018年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算
書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社山形銀行及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
　当監査等委員会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第206期事業年度における取締役の職務の執行について監
査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1． 監査の方法及びその内容
　 監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、当行の内部監査部門及び
内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な営業店において業務及び財産の状況を調査し
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。
② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書）につ
いて検討いたしました。

2． 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年５月８日
　株式会社山形銀行 監査等委員会

常勤監査等委員 丹 野 晴 彦 ㊞
常勤監査等委員 柿 崎 正 樹 ㊞
監査等委員 中 山 眞 一 ㊞
監査等委員 浜 田 敏 ㊞
監査等委員 五 味 康 昌 ㊞
監査等委員 尾 原 儀 助 ㊞

（注） 監査等委員中山眞一、浜田敏、五味康昌及び尾原儀助は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

　議案および参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）12名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案について同じです。）11名全員は
本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。経営管理体制の強化のため１名増員
し、取締役12名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。
　なお、当行は取締役の報酬・選任についての透明性を向上させるために、取締役会からの
諮問を受けて審議を実施する任意の機関である「ガバナンス委員会」を設置しており、取締
役候補者の選任にあたりましては、同委員会の審議を経て取締役会にて決定しております。
　同委員会は、独立社外取締役が過半数を占めるとともに、委員長を独立社外取締役として
おります。

　

■ 取締役（監査等委員である取締役を除く）の選任に関する監査等委員会の意見
　監査等委員会は、取締役候補者について、指名手続、各候補者の資質および取締役会
全体の実効性等の観点から慎重な検討を行いました。その結果、ガバナンス委員会にお
ける活発な討議など適切な手続きを経て指名されていること、各候補者は深い知識と豊
富な経験を有していること、また取締役会全体を見たときに取締役会に期待される役割
を果たし得る人選がなされていることなどから、本議案で提案されている取締役候補者
は妥当であると判断します。
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取締役候補者（監査等委員である取締役を除く）
候補者
番 号 氏 名 現在の当行における地位

１ 再 任
は せ がわ きち しげ

長谷川 吉 茂 代表取締役頭取

2 再 任
み うら しん いち ろう

三 浦 新一郎 代表取締役専務

3 再 任
いし かわ よし ひろ

石 川 芳 宏 代表取締役専務

4 再 任
なが い さとし

永 井 悟 常務取締役

5 再 任
なが ぬま きよ ひろ

長 沼 清 弘
常務取締役
本店営業部長委嘱

6 再 任
かつ き しん や

勝 木 伸 哉 常務取締役

7 再 任
ど もん よし ひろ

土 門 義 浩 取締役営業企画部長委嘱

8 再 任
こ や ひろし

小 屋 寛 取締役総合企画部長委嘱

9 再 任
み さわ よし たか

三 澤 好 孝
取締役酒田支店長兼
酒田駅前支店長委嘱

10 再 任
さ とう えい じ

佐 藤 英 司
取締役米沢支店長兼
米沢北支店長委嘱

11 新任
すず き たけ ひろ

鈴 木 武 浩 人事総務部長

12 再 任
いの うえ ゆみ こ

井 上 弓 子 社 外 独 立 社外取締役
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

①

はせがわ きちしげ

長谷川 吉茂
（1949年9月30日生）

1973年 4 月 株式会社住友銀行
(現株式会社三井住友銀行)入行

1983年 5 月 同行業務総本部業務企画部
部長代理

1985年 6 月 当行常務取締役
1993年 4 月 当行専務取締役
1997年 6 月 当行代表取締役専務
2005年 6 月 当行代表取締役頭取

現在に至る
(担当)監査部

338,551株

＜候補者とした理由＞
　当行常務取締役、専務取締役を歴任後、2005年６月に代表取締役頭取に就任。以
来、経営全般に対し卓越したリーダーシップを発揮するなど、銀行の経営管理を的
確、公正かつ効率的に遂行できる知識や経験を有しております。

②

みうら しんいちろう

三浦 新一郎
（1971年12月27日生）

1994年 4 月 株式会社三菱銀行
(現株式会社三菱ＵＦＪ銀行)入行

2003年 9 月 同行融資部企業融資第二グループ
調査役

2005年 6 月 当行常務取締役
2014年 6 月 当行代表取締役専務

現在に至る
(担当)営業支援部、事務統括部、
　 システム企画部

128,165株

＜候補者とした理由＞
　当行常務取締役に就任後、2014年６月からは代表取締役専務に就任。以来、経営
全般に対し卓越したリーダーシップを発揮しました。特に昨年度は取引先の事業承
継・Ｍ＆Ａの強化ならびにＩＴを活用した金融サービスの導入を主導するなど、銀行
の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行できる知識や経験を有しております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月18日 11時21分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 35 ―

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

③

いしかわ よしひろ

石 川 芳 宏
（1954年1月24日生）

1977年 4 月 当行入行
1997年 4 月 当行南山形支店長
1999年 7 月 当行総合企画部副部長
2001年 4 月 当行市場金融部長
2003年 4 月 当行市場国際部長
2005年 6 月 当行総合企画部長
2007年 6 月 当行取締役総合企画部長委嘱
2009年 6 月 当行常務取締役
2014年 6 月 当行代表取締役専務

現在に至る
(担当)秘書室、総合企画部、
　 金融市場部、東京事務所

4,600株

＜候補者とした理由＞
　営業店長、市場金融部長等を歴任後、2007年６月に取締役に就任し、2014年６
月からは代表取締役専務に就任。以来、経営全般に対し卓越したリーダーシップを発
揮しました。特に昨年度は当行株式の単元数変更や併合などの資本政策ならびに山形
成長戦略の具現化を主導するなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行で
きる知識や経験を有しております。

④

ながい さとし

永 井 悟
（1961年12月15日生）

1984年 4 月 当行入行
2008年 7 月 当行小松支店長
2010年 7 月 当行総合企画部副部長
2011年 6 月 当行人事部長
2014年 6 月 当行取締役総合企画部長委嘱
2016年 4 月 当行常務取締役

現在に至る
(担当)人事総務部、営業企画部

3,600株

＜候補者とした理由＞
　営業店長、人事部長等を歴任後、2014年６月に取締役に就任。以来、特に人事総
務部門および事務部門を統括するなど、豊富な経験と実績を有しております。特に昨
年度は「健康経営」の導入を主導し、従業員およびその家族の健康増進に積極的に取
り組むなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行できる知識や経験を有し
ております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

⑤

ながぬま きよひろ

長 沼 清 弘
（1960年4月26日生）

1983年 4 月 当行入行
2006年 6 月 当行小松支店長
2008年 7 月 当行泉中央支店開設準備委員長
2008年10月 当行泉中央支店長
2010年 4 月 当行新庄支店長
2012年 4 月 当行地域振興部長
2013年 4 月 当行営業支援部長
2014年 6 月 当行取締役米沢支店長兼

米沢北支店長委嘱
2017年 6 月 当行常務取締役

本店営業部長委嘱
現在に至る

1,700株

＜候補者とした理由＞
　営業店長、地域振興部長等を歴任後、2014年６月に取締役に就任。以来、営業店
長として山形地区、置賜地区全域を統括するなど、豊富な経験と実績を有しておりま
す。特に昨年度は取引基盤の拡大を主導するなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ
効率的に遂行できる知識や経験を有しております。

⑥

かつき しんや

勝 木 伸 哉
（1960年9月11日生）

1985年 4 月 当行入行
2008年 4 月 当行泉崎支店長
2010年10月 当行人事部詰

(藤庄印刷株式会社出向)
2013年 6 月 当行山形駅前支店長
2014年 4 月 当行融資部長
2015年 6 月 当行取締役融資部長委嘱
2017年 6 月 当行常務取締役

現在に至る
(担当)融資部

1,600株

＜候補者とした理由＞
　営業店長、融資部長等を歴任後、2015年６月に取締役に就任。以来、融資部門お
よび企業再生支援部門を統括するなど、豊富な経験と実績を有しております。特に昨
年度は事業性評価の取組強化を主導するなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率
的に遂行できる知識や経験を有しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

⑦

どもん よしひろ

土 門 義 浩
（1959年10月30日生）

1982年 4 月 当行入行
2005年 6 月 当行酒田支店法人営業部長
2007年 4 月 当行宇都宮支店長
2009年 6 月 当行鶴岡支店長兼

法人営業部長兼文園支店長
2011年 6 月 当行酒田支店長兼

酒田駅前支店長
2012年 6 月 当行取締役酒田支店長兼

酒田駅前支店長委嘱
2016年 4 月 当行取締役営業企画部長委嘱

現在に至る

2,200株

＜候補者とした理由＞
　営業店長を歴任後、2012年６月に取締役に就任。以来、営業店長として庄内地区
全域の統括ならびに営業企画部門の統括を行うなど、豊富な経験と実績を有しており
ます。特に昨年度は中長期的な営業店体制の見直しや、収益増強に向けた態勢づくり
に取り組むなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行できる知識や経験を
有しております。

⑧

　 こ や 　 ひろし

小 屋 寛
（1962年6月16日生）

1986年 4 月 株式会社住友銀行
(現株式会社三井住友銀行)入行

1994年 5 月 当行入行
2008年 4 月 当行南山形支店長
2010年10月 当行営業企画部副部長
2011年 7 月 当行総合企画部副部長
2012年 7 月 当行金融市場部長
2014年10月 当行仙台支店長
2016年 4 月 当行総合企画部長
2016年 6 月 当行取締役総合企画部長委嘱

現在に至る

1,900株

＜候補者とした理由＞
　営業店長、総合企画部長等を歴任後、2016年６月に取締役に就任。以来、特に経
営企画部門およびリスク管理部門を統括するなど、豊富な経験と実績を有しておりま
す。特に昨年度は収益管理強化に向けたシステム導入や、次期長期経営計画の策定を
完了するなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行できる知識や経験を有
しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

⑨

みさわ よしたか

三 澤 好 孝
（1963年2月15日生）

1985年 4 月 当行入行
2007年 4 月 当行酒田支店法人営業部長
2009年 6 月 当行宮城野支店長
2012年 4 月 当行城南支店長
2014年 6 月 当行人事部長
2015年 4 月 当行人事総務部長
2016年 4 月 当行酒田支店長兼

酒田駅前支店長
2017年 6 月 当行取締役酒田支店長兼

酒田駅前支店長委嘱
現在に至る

2,500株

＜候補者とした理由＞
　営業店長、人事部長等を歴任後、2017年６月に取締役に就任。営業店長として庄
内地区全域を統括するなど、豊富な経験と実績を有しております。特に昨年度は庄内
地区の預貸金シェアアップを実現するなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的
に遂行できる知識や経験を有しております。

⑩

さとう えいじ

佐 藤 英 司
（1964年6月5日生）

1987年 4 月 当行入行
2009年 6 月 当行酒田支店法人営業部長
2012年 4 月 当行営業企画部副部長
2014年 6 月 当行営業支援部長
2017年 6 月 当行取締役米沢支店長兼

米沢北支店長委嘱
現在に至る

700株

＜候補者とした理由＞
　営業支援部長等を歴任後、2017年６月に取締役に就任。営業店長として置賜地区
全域を統括するなど、豊富な経験と実績を有しております。特に昨年度は置賜地区の
預貸金シェアアップを実現するなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率的に遂行
できる知識や経験を有しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

⑪

すずき たけひろ

鈴 木 武 浩
（1963年3月7日生）

新 任

1987年 4 月 当行入行
2010年 7 月 当行小松支店長
2012年 4 月 当行仙台支店仙台営業第二部長
2014年 7 月 当行金池支店長
2016年 4 月 当行人事総務部長

現在に至る

3,400株

＜候補者とした理由＞
　複数の営業店長を歴任後、人事総務部長に就任。部門の統括を行うほか、経費全般
の圧縮を図るなど、豊富な経験と実績を有しております。特に昨年度は働き方改革の
定着ならびに人事制度の改定に取り組むなど、銀行の経営管理を的確、公正かつ効率
的に遂行できる知識や経験を有しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

⑫

いのうえ ゆみこ

井 上 弓 子
（1947年7月27日生）

社外取締役
候補者

独立役員

1996年 2 月 髙島電機株式会社入社(取締役)
2001年 2 月 　 同社 常務取締役
2003年 7 月 　 同社 代表取締役社長
2009年 8 月 みやぎ・やまがた女性交流機構

会長(現職)
2011年 2 月 髙島電機株式会社代表取締役会長

(現職)
2012年 6 月 山形商工会議所副会頭(現職)
2015年 6 月 当行社外取締役(現職)
2017年 4 月 国立大学法人山形大学経営協議会

委員(現職)
現在に至る

600株

＜候補者とした理由＞
　「みやぎ・やまがた女性交流機構会長」の経験や、企業経営者としての高い見識を
有し、山形県の女性リーダーとして銀行以外の立場から経営に対して助言を行ってい
ただいていることから、社外取締役候補者としたものであります。また、コーポレー
トガバナンスコードにて求められている「女性の活躍促進を含む社内の多様性の確
保」を推進するうえで最適の人材であります。
＜特記事項＞
１．当行は井上弓子氏が代表取締役である髙島電機株式会社と銀行取引があります。
２．井上弓子氏は、社外取締役候補者であります。当行は、47ページに記載してあり
ます当行が定める「独立性判断基準」等に基づき、東京証券取引所に対して同氏を
独立役員とする独立役員届出書を提出しており、同氏が再任された場合、引き続き
独立役員となる予定であります。

３．当行は井上弓子氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠っ
たことによって生じた当行に対する損害賠償責任を、法令で定める最低責任限度額
とする旨の責任限定契約を締結しております。同氏が再任された場合、当該契約を
継続する予定であります。

４．井上弓子氏は現在当行の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本定時株主総会終結の時をもって３年となります。

各候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。
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第２号議案 監査等委員である取締役5名選任の件
　監査等委員である取締役6名のうち柿崎正樹、中山眞一、浜田敏、五味康昌、尾原儀助の
5氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等委員である取締
役5名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案につきましては、監査等委員会
の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
　また、監査等委員である取締役候補者の選任にあたりましては、ガバナンス委員会の審議
を経て取締役会にて決定しております。

監査等委員である取締役候補者
　
候補者
番 号 氏 名 現在の当行における地位

１ 再 任
かき ざき まさ き

柿 崎 正 樹 取締役常勤監査等委員

2 再 任
なか やま しん いち

中 山 眞 一 社 外 独 立 社外取締役監査等委員

3 再 任
はま だ びん

浜 田 敏 社 外 独 立 社外取締役監査等委員

4 再 任
ご み やす まさ

五 味 康 昌 社 外 独 立 社外取締役監査等委員

5 再 任
お はら ぎ すけ

尾 原 儀 助 社 外 独 立 社外取締役監査等委員
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

①

かきざき まさき

柿 崎 正 樹
（1959年4月22日生）

1982年 4 月 当行入行
2005年 4 月 当行米沢南支店長
2007年 4 月 当行総合企画部副部長
2008年 6 月 当行金融市場部長
2012年 7 月 当行監査部長
2013年 6 月 当行取締役監査部長委嘱
2015年 6 月 当行常勤監査役
2016年 6 月 当行取締役常勤監査等委員

現在に至る

2,500株

＜候補者とした理由＞
　営業店長、金融市場部長、監査部長を歴任後、2013年６月に取締役監査部長に就
任。以来、常勤監査役を１年間、取締役常勤監査等委員を２年間務め、適切な監査・
監督等を遂行していることから、引き続き業務執行取締役等の職務状況および経営全
般への監査・監督を適正に実施可能と考え、候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

②

なかやま しんいち

中 山 眞 一
（1948年9月2日生）

社外取締役
候補者

独立役員

1980年 8 月 公認会計士登録
1994年 5 月 太田昭和監査法人（現新日本有限責

任監査法人）代表社員
1996年 3 月 株式会社塚田会計事務所

代表取締役社長（現職）
2007年 6 月 当行社外監査役
2008年 5 月 山形経済同友会代表幹事
2008年 6 月 株式会社山形新聞社

社外監査役（現職）
2013年 7 月 山形県公安委員会委員長
2016年 6 月 当行社外取締役監査等委員（現職）

現在に至る

0株

＜候補者とした理由＞
　公認会計士として企業会計に精通し、専門知識ならびに豊富な経験や社会的信用を
有しております。2007年６月の社外監査役就任以来、適切な監査・監督を遂行して
いることから、引き続き独立した立場にて、業務執行取締役等の職務状況および経営
全般への監査・監督を適正に実施可能と考え、候補者としたものであります。
＜特記事項＞
１．中山眞一氏が代表取締役社長に就任している株式会社塚田会計事務所と当行は
　 銀行取引があります。
２．中山眞一氏は現在当行の社外取締役監査等委員でありますが、その在任期間は、
　 本定時株主総会終結の時をもって２年となります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

③

　 はまだ 　 びん

浜 田 敏
（1948年6月30日生）

社外取締役
候補者

独立役員

1983年 4 月 弁護士登録
1985年 4 月 浜田敏法律事務所所長（現職）
2008年 6 月 当行社外監査役
2011年 3 月 山形県収用委員会会長（現職）
2011年 4 月 公益財団法人山形東高奨学会

理事長（現職）
2016年 5 月 株式会社ヤマザワ社外取締役

（現職）
2016年 6 月 当行社外取締役監査等委員（現職）

現在に至る

1,500株

＜候補者とした理由＞
　弁護士としてコーポレートガバナンスを含む企業法務に精通し、専門知識ならびに
豊富な経験や社会的信用を有しております。2008年６月の社外監査役就任以来、適
切な監査・監督を遂行していることから、引き続き独立した立場にて、業務執行取締
役等の職務状況および経営全般への監査・監督を適正に実施可能と考え、候補者とし
たものであります。
＜特記事項＞
１．浜田敏氏が所長に就任している浜田敏法律事務所と当行は銀行取引があります。
２．浜田敏氏は現在当行の社外取締役監査等委員でありますが、その在任期間は、
　 本定時株主総会終結の時をもって２年となります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

④

ご み やすまさ

五 味 康 昌
（1943年2月8日生）

社外取締役
候補者

独立役員

1966年 4 月 株式会社三菱銀行（現株式会社
三菱ＵＦＪ銀行）入行

1993年 6 月 同行取締役米州本部米州企画部長
（特命担当）（バンクオブカリフォル
ニア出向兼務）

1997年 5 月 同行常務取締役業務企画部長委嘱
2002年 6 月 同行専務取締役法人営業部門長委嘱
2003年 5 月 同行副頭取法人営業部門長委嘱
2004年 6 月 同行副頭取退任
2004年 6 月 三菱証券株式会社

（現三菱ＵＦＪ証券ホールディング
ス株式会社）取締役会長

2009年 5 月 三菱ＵＦＪ証券ホールディングス
株式会社相談役

2009年 6 月 当行社外監査役
2010年 6 月 讀賣テレビ放送株式会社

社外取締役（現職）
2013年 2 月 三菱ＵＦＪ証券ホールディングス

株式会社特別顧問（現職）
2015年 6 月 株式会社オービック

社外取締役（現職）
2016年 6 月 当行社外取締役監査等委員（現職）

現在に至る

900株

＜候補者とした理由＞
　海外勤務経験も含め、金融・証券業務に精通するなど、企業経営を統治する十分な
見識や社会的信用を有しております。2009年６月の社外監査役就任以来、適切な監
査・監督を遂行していることから、引き続き独立した立場にて、業務執行取締役等の
職務状況および経営全般への監査・監督を適正に実施可能と考え、候補者としたもの
であります。
＜特記事項＞
１．五味康昌氏は現在当行の社外取締役監査等委員でありますが、その在任期間は、
　 本定時株主総会終結の時をもって２年となります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当行における地位および
担当ならびに重要な兼職の状況

所有する
当行の株式数

⑤

おはら ぎすけ

尾 原 儀 助
（1948年2月24日生）

社外取締役
候補者

独立役員

1972年 4 月 麒麟麦酒株式会社（現キリンビール
株式会社）入社

1973年 8 月 男山酒造株式会社
代表取締役（現職）

1973年 8 月 山形酒類販売株式会社
代表取締役（現職）

2007年 6 月 一般社団法人山形県法人会連合会
会長（現職）

2007年 6 月 株式会社ヤマザワ社外監査役
（現職）

2014年 6 月 当行社外取締役
2016年 6 月 当行社外取締役監査等委員（現職）

現在に至る

70,303株

＜候補者とした理由＞
　企業経営者としての豊富な経験に基づく幅広い知識と高い見識や社会的信用を有し
ております。2014年６月の社外取締役就任以来、適切な監査・監督を遂行している
ことから、引き続き独立した立場にて、業務執行取締役等の職務状況および経営全般
への監査・監督を適正に実施可能と考え、候補者としたものであります。
＜特記事項＞
１．尾原儀助氏が代表取締役社長に就任している男山酒造株式会社および山形酒類
販売株式会社と当行は銀行取引があります。

２．尾原儀助氏は現在当行の社外取締役監査等委員であります。同氏の社外取締役と
しての在任期間は、社外取締役監査等委員である２年間を含め、本定時株主総会
終結の時をもって４年となります。

１．各候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。
２．候補者中山眞一、浜田敏、五味康昌および尾原儀助の各氏は、社外取締役候補者でありま
す。当行は、47ページに記載してあります当行が定める「独立性判断基準」等に基づき、東
京証券取引所に対して各氏を独立役員とする独立役員届出書を提出しており、各氏が再任され
た場合、引き続き独立役員となる予定であります。
３．当行は、中山眞一、浜田敏、五味康昌および尾原儀助の各氏との間で、会社法第427条第１
項の規定に基づき、任務を行ったことによって生じた当行に対する損害賠償責任を、法令で定
める最低責任限度額とする旨の責任限定契約を締結しております。各氏が再任された場合、当
該契約を継続する予定であります。
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（ご参考） 「当行の独立性判断基準」

　当行では、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。
　当行において、社外取締役候補者が独立性を有すると判断するためには、現在および過去3年
間において、以下の要件の全てに該当しないことが必要であります。
　(1)主要な取引先（※1）
　 ア．当行を主要な取引先とする者、もしくはその者が法人等（法人その他の団体をいい
　 ます。以下同じです。）である場合は、その業務執行者。
　 イ．当行の主要な取引先、もしくはその者が法人等である場合は、その業務執行者。
　(2)専門家
　 当行から役員報酬以外に、過去3年平均で、年間1,000万円超えの金銭その他の財産を
　 得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家。
　(3)寄付
　 当行から過去3年平均で、年間1,000万円超えの寄付等を受ける者もしくはその業務
　 執行者。
　(4)主要株主
　 当行の発行済み株式の10％以上を保有している主要株主、もしくはその者が法人等で
　 ある場合は、その業務執行者。
　(5)上記（1）～（4）に該当する先の近親者。（※2）
　 （ただし、重要でない者（※3）を除く。）
　(6)当行またはその子会社の取締役、監査役、使用人およびそれらの近親者。（※2）
　 （ただし、重要でない者（※3）を除く。）
　 ※1．「主要な取引先」の定義
　 ・当行を主要な取引先とする者：当該者の連結売上高に占める当行宛売上高の割合
　 が2％を超える場合。
　 ・当行の主要な取引先：当行の連結総資産の1％を超える貸付を当行が行っている
　 場合。
　 ※2．「近親者」の定義
　 配偶者および2親等以内の親族。
　 ※3．「重要」であるものの定義
　 各会社の役員・部長クラスの者。
　 以 上
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＜インターネットにより議決権を行使される場合のお手続きについて＞

　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、2018年６月
21日（木曜日）午後５時までに行使していただきますようお願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続
きはいずれも不要です。

記
1． 議決権行使サイトについて
（1）パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から、当行の指定する議決権行使サイト
（https://evote.tr.mufg.jp/)にアクセスしていただくことによってのみ実行可能です。（た
だし、毎日午前２時から午前５時までは取扱いを休止いたします。）

（2）インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話によるイ
ンターネットのご利用環境やご加入のサービス、ご使用の機種によっては、議決権行使サイ
トがご利用できない場合があります。
　詳細につきましては、後記のヘルプデスクにお問い合わせください。

2． インターネットによる議決権行使方法について
（1）議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/)において、議決権行使書用紙に記載され
た「ログインID」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご
入力ください。

（2）株主さま以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを
防止するため、ご利用の株主さまには、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお
願いすることになりますのでご了承ください。

3． 複数回にわたり行使された場合の議決権の取扱い
（1）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる
議決権行使の内容を有効として取扱わせていただきますのでご了承ください。

（2）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容
を有効とさせていただきます。また、パソコン、スマートフォンと携帯電話で重複して議決
権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

4． 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　パソコン、スマートフォンまたは携帯電話による議決権行使サイトへのアクセスに際して発
生するインターネット接続料・通信料等は、株主さまのご負担となります。
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5． 議決権電子行使プラットフォームについて（機関投資家の皆さまへ）
　管理信託銀行等の名義株主さま（常任代理人さまを含みます。）につきましては、株式会社
ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、電
磁的方法による議決権行使の方法として、当該議決権電子行使プラットフォームをご利用いた
だけます。

以 上

＜システム等に関するお問い合わせ先＞
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部（ヘルプデスク）

電 話 0120－173－027（通話料無料）
受付時間 午前９時から午後９時まで
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〈メ モ 欄〉
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています。

文翔館

やまぎん
ホール

山形地方
裁判所

山形市役所 山形銀行
本店

ＮＡＮＡ－
ＢＥＡＮＳ

大沼
デパート

山形中央
郵便局

ホテル
キャッスル

山形銀行
山形駅前支店

霞城公園

霞城
セントラル 山

形
駅

株主総会会場ご案内図

場所：山形市七日町三丁目１番２号 山形銀行本店７階会議室

□ 駐車スペースが限られておりますので、公共交通機関等をご利用いただきます
　ようお願い申しあげます。
□ 交通のご案内：ＪＲ山形駅より徒歩１５分（タクシー５分）
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